
 

 

平成 31 年度 当初予算概要 

総務部財政課 

１．当初予算全体 

  「筑後市の当初予算」（9 ページ）のとおり。 

 

２．一般会計予算のポイント 

  平成 31 年度当初予算については、厳しい財政状況を考慮しながらも、３つの重点

施策の推進を基本に編成を行った。 

１ 「子育てしやすいまちづくり」 

２ 「災害に強いまちづくり」 

３ 「行財政健全化の推進」 

  

  平成 31 年度の歳入歳出総額は 202 億 3,000 万円であり、前年度比 14 億 9,000 万

円（8.0％）の増となった。これは、新たに設置する庁舎建設基金への積み立てを 16

億円計上したためであり、このことを考慮した歳入歳出額は 186 億 3,000 万円で、

前年度比 1 億 1,000 万円（0.6％）の減となっている。 

時間外勤務手当の減少による人件費減の他、大規模補助事業の終了などにより、

普通建設事業費が減少しているが、扶助費については昨年度に引き続き大幅増とな

った。 

 

歳入では、税収等の確保を図るほか、ふるさと筑後市応援寄付の推進や適切な市

債の活用により財源を確保するとともに、庁舎建設基金への積み立て財源確保のた

め、財政調整基金（4 億 5,000 万円のうち庁舎分 2 億円）や公共施設建設基金（13

億 5,700 万円のうち庁舎分 13 億円）からの繰入金を計上した。 

自主財源比率は、48.4％で前年度から 5.5 ポイント増加しているが、自主財源に

含まれる繰入金のうち、庁舎建設基金積立のための繰入の影響を除くと前年度比 1.4

ポイント増の 44.3％で、昨年度と同様、市税の増加によるものである。 

地方債依存度は、はしご車更新、北部拠点整備完了等による起債額の減少のため、

前年度から 1.7 ポイント減少し 5.7％となった。 

 

 

 【歳入の主なもの】                      （単位：千円） 

項目 H31 H30 増減 備考・主な増減（増減額） 

市税 6,349,437 6,128,105 221,332 

現年分 市民税(個人) 2,130,022(115,925 増) 

市民税(法人)   591,733( 52,111 増) 

固定資産税   3,018,606( 23,540 増) 

軽自動車税     164,227( 10,668 増) 

環境性能割       4,600(4,600 皆増) 

市たばこ税    356,239( 20,070 増) 

入湯税            4,222(    158 減) 

滞納繰越分              65,298(  5,389 減) 
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項目 H31 H30 増減 備考・主な増減（増減額） 

地方交付税 3,310,000 3,374,000 △64,000 
普通交付税        2,710,000(34,000 減） 

特別交付税         600,000(30,000 減) 

国庫支出金 3,027,595 3,070,502 △42,907 

保育所等整備交付金        0(154,874 皆減) 

社会資本整備総合交付金（都市計画費） 

                0( 59,115 皆減) 

障害者自立支援給付費国庫負担金 

554,762( 84,275 増) 

子どものための教育・保育給付費負担金 

             731,580( 49,783 増) 

県支出金 1,769,226 1,758,730 10,496 

障害者自立支援給付費県負担金  

                               277,381(42,138 増) 

障害児施設給付費県負担金   65,657(25,962 増) 

農業水路等長寿命化防災減災事業補助金 

29,100(29,100 皆増) 

子どものための教育・保育給付費負担金 

            356,109(15,211 増) 

活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金 

             89,108(41,483 減) 

寄附金 200,000 150,000 50,000 ふるさと筑後市応援寄付      200,000(50,000 増) 

繰入金 2,089,075 553,990 1,535,085 

ふるさと筑後市応援基金      182,075(  48,085 増) 

公共施設建設基金   1,357,000(1,297,000 増) 

財政調整基金            450,000(  190,000 増) 

塵芥処理施設等基金        50,000(  増減なし ) 

地域振興基金          50,000(  増減なし ) 

市債 1,158,200 1,390,953 △232,753 

臨時財政対策債          531,000(102,553 減) 

緊急防災・減災事業債    221,200( 50,200 減) 

その他建設事業債        406,000( 80,000 減) 

 

歳出では、義務的経費のうち人件費が時間外手当、退職手当の減などにより前年

比 1,006 万 7 千円（0.3％）減の 30 億 5,761 万 5 千円、扶助費が自立支援給付費の

増加等により前年度比 4 億 378 万円（7.4％）増の 58 億 2,516 万 6 千円、公債費が

前年度比 482 万 1 千円（0.4％）増の 12 億 9,928 万 3 千円となり、義務的経費全体

では前年度比 3 億 9,853 万 4 千円（4.1％）増の 101 億 8,206 万 4 千円となった。 

投資的経費のうち、普通建設事業は筑後保育所建替えに向けた土地購入費、避難

所等の安全性確保に係る公共施設改修など、公共施設マネジメント経費を計上した

ものの、私立保育所等整備事業補助や北部拠点整備事業費、梯子車購入経費の減に

より前年度比 6 億 8,662 万 3 千円（36.5％）減の 11 億 9,366 万 3 千円となった。 

その他の経費では、繰出金が国民健康保険特別会計や介護保険特別会計（保険事

業勘定）繰出金、後期高齢者医療広域連合負担金、下水道事業特別会計への繰出金

などにより前年度比 4,204 万 6 千円（1.6％）増の 26 億 1,367 万 9 千円となった。 
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【歳出の主なもの】                      （単位：千円） 

項目 H31 H30 増減 備考・主な増減（増減額） 

人件費 3,057,615 3,067,682 △ 10,067 
職員給与      1,905,348(9,180 減) 

退職手当           103,829(4,793 減) 

物件費 2,271,076 2,091,891 179,185 

役務費          135,719( 19,602 増） 

委託料       1,214,224(165,613 増) 

可燃ごみ収集事業      68,667(36,747 増 ) 

防災重点ため池事業    29,100(29,100 増 ) 

固定資産課税事務     34,388(28,772 増 ) 

学校給食事業         18,901(18,901 増 ) 

扶助費 5,825,166 5,421,386 403,780 

自立支援給付事業  1,419,155(259,341増) 

施設型・地域型保育給付事業 

         1,999,000( 71,900 増) 

児童扶養手当        326,259( 69,226 増) 

子ども医療(単独事業) 12,311( 49,783 増) 

補助費等 1,641,677 1,643,079 △ 1,402 

八女西部広域事務組合負担金 

423,952(14,026 増) 

公的介護・福祉施設等開設準備補助事業補助金 

0(19,290 皆減) 

普通建設事業 1,193,663 1,880,286 △ 686,623 

筑後市社会資本総合整備事業（拠点形成事業） 

0(347,281 皆減 )  

救急車両購入事業         0( 37,500 皆減 )  

梯子車購入事業           0(227,500 皆減 )  

私立保育所等施設整備費助成事業 0(174,234 皆減 )  

学童保育所整備事業           0(18,700 皆減) 

公的介護施設整備事業費補助金 0( 52,500 皆減 ) 

サザンクス筑後改修事業   59,420(46,359 増 )  

中央公民館改修事業   45,580(45,580 皆増 ) 

教育研究所耐震化事業   12,700(12,700 皆増 ) 

消防団車両購入事業   19,442(19,442 皆増 ) 

筑後保育所施設整備事業  36,258(36,258 皆増 ) 

公債費 1,299,283 1,294,462 4,821 
元金  1,189,326(21,184 増 ) 

利子  109,888(16,163 減 ) 

繰出金 2,613,679 2,571,633 42,046 

介護保険(保険事業勘定) 649,762(27,836 増) 

国民健康保険        487,694(15,160 減) 

下水道事業          602,324( 8,275 減) 

後期高齢者医療広域連合負担金 

198,864(49,903 増) 
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 ３．一般会計予算の推移（平成 25～31 年度） 

 

※基金繰入を除く一般財源収入総額 （単位：百万円） 

  25 26 27 28 29 30 31 

予算規模 16,643 18,543 18,440 18,970 19,153 18,740 20,230 

基金繰入を除く 

一般財源収入総額 
10,968 11,039 11,289 11,265 11,362 11,334 11,439 

 

 

 

 

 平成 25 年度以降の歳出予算の推移をみると、障害者自立支援給付や保育給付等の扶

助費が大きく増加しているほか、平成 26 年度以降、北部拠点整備事業や小中学校への

エアコン設置、サザンクス筑後改修など大規模な普通建設事業が相次ぎ、予算規模が

拡大してきた。一方で、歳入における一般財源収入（市税、地方交付税など）はほぼ

同水準で推移しており、収支の均衡のため基金繰入や地方債借入に頼らざるを得ない

状況であった。 

 このような状況のもと、平成 31 年度の予算編成では行財政健全化を推進していくた

め、厳しい編成作業となった平成 30 年度の予算額をベースにしながら、新規の普通建

設事業費などの削減と併せて、増加の続く社会保障経費や老朽化の進む公共施設対策

への対応を図り、予算規模の縮小とまではいかないまでも健全化に資する取り組みを

行った。 
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４．重点事業 

平成 31 年度に取り組む重点事業は次のとおり。 

 

 

(1) 子育てしやすいまちづくり 

 

保育ニーズに対応し、幼児教育の無償化を着実に推進するため、「保育士等支援

パッケージ」の創設に要する経費を計上した。また、老朽化が著しい筑後保育所

の建替え、不妊治療に要する費用助成なども新たに計上した。 

 

・保育士等確保支援事業     524 万円 

・筑後保育所施設整備事業    3,626 万円 

・不妊治療費助成事業      500 万円 

・風しん対策事業          468 万円 

 

別冊「平成 31 年度のまちづくり」1 ページ 

 

 

 

 

 

災害に強いまちづくり 

 

近年多発している地震や豪雨など大規模災害対応への機能強化を図るため、防

災体制強化の取り組みに必要な経費を計上した。 

また、大規模災害時の被害を少しでも減らすため、ため池堤防の耐震診断調査

や公共施設等耐震化の実施、老朽化している市役所本庁舎建替えのための基金積

立に要する経費も計上した。 

 

・防災体制強化事業       724 万円 

・ブロック塀撤去費用助成事業  109 万円 

・防災重点ため池事業     2,910 万円 

・公共施設耐震化事業   2 億 2,814 万円 

・庁舎建設基金設置         16 億円 

 

別冊「平成 31 年度のまちづくり」3 ページ 

 

  

1 

2 
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５．主な事業の概要 

 その他、平成 31 年度の主な事業を、第五次筑後市総合計画に掲げる 8 つの政策に分

類すると次のとおり。 

 

 (1) 安全で快適な生活を支えるまちづくり 

   「安全な水道水の安定供給」では、福岡県南広域水道企業団に対する繰出負担金など、「下

排水処理施設などの整備」では、下水道事業会計繰出金を、「消防・救急体制の整備」では、

消防団車両購入に係る経費など、「秩序ある市域の整備」では、都市計画変更に係る経費な

ど、「公共交通の確保と駅の利便性向上」では、コミュニティ自動車に係る経費など、「道路

整備による利便性の向上」では、一般道路の新設改良費や社会資本整備総合交付金を活用し

た道路関連事業、道路・橋りょうの維持補修に要する経費など、「河川・水路などの維持管

理」では、水路改良事業に要する経費などを計上した。 

 

・下水道事業会計繰出金            6 億  232 万円 

・消防団車両購入事業                 1,944 万円 

・都市計画変更策定事務                1,652 万円 

・道路施設維持管理事業            1 億 5,500 万円 

・水路改良事業                        3,626 万円    など 

 

 (2) 資源・環境にやさしいまちづくり 

   「自然環境の保護と環境意識の醸成」では、川と水を守る運動に要する経費など、「循環

型社会の形成」では、可燃ごみや廃プラスチックなどの資源ごみの回収経費などを計上した。 

 

・川と水を守る運動推進事業             840 万円 

・可燃ごみ収集事業                   9,532 万円 

・資源ごみ回収事業                   6,210 万円        など 

 

 (3) 豊かな暮らしを支え活力を生み出すまちづくり 

   「農業の振興」では、新規就農者に対する就業支援や農事組合法人等に対する機械・施設

整備費補助に要する経費など、「商工業の振興」では、企業誘致に要する経費など、「観光の

振興」では、観光推進に要する経費など、「勤労者福祉の向上」では、若年者専修学校等技

能習得資金貸与に要する経費などを計上した。 

 

・活力ある高収益型園芸産地育成事業        8,911 万円 

・水田農業担い手機械導入支援事業          1,905 万円 

・ちっごの元気な農業を担う新規就農者支援事業   3,855万円 

・企業誘致対策事業                           29 万円 

・創業支援事業                             500 万円 

・若年者専修学校等技能習得資金貸与事業          239 万円  など 
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 (4) いきいきと健康なまちづくり 

「少子化対策・子育て支援の充実」では、重点事業の他、子どものための教育・保育給付

等に要する経費、学童保育事業に要する経費など、「健康づくりの推進」では、予防接種事

業や検診事業など各種健康増進事業に要する経費、「高齢者福祉の充実」では、介護保険特

別会計に対する繰出金など、「障害児・者福祉の充実」では、自立支援給付費など、「低所得

者福祉の充実」では、生活保護費など、「地域福祉体制の整備」では、社会福祉協議会補助

金などを計上した。 

 

・施設型・地域型保育給付事業      19 億 9,900 万円 

・学童保育事業                     １億 1,604 万円 

・予防接種事業                     １億 3,665 万円 

・がん検診事業                         3,475 万円 

・自立支援給付事業                14 億 2,976 万円 

・社会福祉協議会補助金                 7,963 万円     など 

 

 (5) 創造性と豊かな心を育むまちづくり 

   「学校教育の充実」では、少人数学級編制や外国語指導助手配置事業に要する経費など、

「青少年の健全育成」では、地域学校協働活動・エンジョイ広場事業に要する経費など、「生

涯学習・スポーツの推進」では、北部交流センターの管理運営に要する経費、読書推進に要

する経費など、「伝統文化・郷土文化の継承」では、埋蔵文化財発掘調査や文化財保護に要

する経費など、「男女共同参画社会の推進」では、男女共同参画推進や女性支援相談に要す

る経費など、「人権・同和教育及び啓発の推進」では、人権・同和教育に要する経費などを

計上した。 

 

・少人数学級編制事業                   4,828 万円 

・外国語指導助手配置事業              1,525 万円 

・地域学校協働活動・エンジョイ広場事業   509 万円 

・北部交流センター管理運営事業        2,256 万円 

・読書推進事務                           179 万円 

・女性支援相談業務                       288 万円     など 

 

 (6) 協働によるまちづくり 

   「市民協働の推進」では、校区コミュニティ・地域活動支援事務に要する経費など、「積

極的な広報・広聴の展開」では、広報ちくごの発行経費など、「市民との協働による防災体

制の充実」では、重点事業の他、消防団に係る経費など、「市民との協働による安全・安心

なまちづくり」では、筑後市安全・安心まちづくり事業に要する経費など、「衛生的で安ら

げる生活環境づくり」では、老朽危険家屋対策事務に要する経費などを計上した。 

 

・校区コミュニティ・地域活動支援事務    2,974 万円 

・広報ちくご発行事業                      721 万円 

・消防団員訓練事務                        620 万円 

・筑後市安全・安心まちづくり事業          150 万円 

・老朽危険家屋対策事務                    323 万円   など 
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 (7) ひとを呼ぶまちづくり 

   「転入の促進と転出の抑制」では、マイホーム取得支援事業や新婚世帯家賃支援事業に要

する経費などを計上した。 

 

・マイホーム取得支援事業                2,951 万円 

・新婚世帯家賃支援事業                  2,054 万円   など 

 

 (8) 持続と発展を可能とする市政運営のために 

「情報化の推進と管理」では、庁内電算システムの維持管理や情報セキュリティ対策に要

する経費など、「安定的な財政運営と効果的な施策の推進」では、ふるさと筑後市応援寄付

に要する経費など、「市民から信頼される職員・組織づくり」では、職員研修事務費や人事

評価事務に要する経費などを計上した。 

 

・電算システム維持管理・開発事務    1 億 3,128 万円 

・ふるさと筑後市応援寄付事業        3 億  913 万円 

・職員研修事務                            392 万円 

・人事評価事務                            120 万円   など 

 

６．性質別の経費の状況 

 「平成 31 年度当初予算性質別状況（歳入）」（10 ページ）、「平成 31 年度当初予算

性質別状況（歳出）」（11 ページ）のとおり。 

 

７．市債及び基金の状況 

  「市債の状況」（12 ページ）、「基金の状況」（13 ページ）のとおり。 

 

８．地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費の状況 

  「地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障 4 経費その他社

会保障施策に要する経費」（14 ページ）のとおり。 

 

９．筑後市が取り組む主要施策 

  別冊「平成 31 年度のまちづくり」のとおり 
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金　　額 増減率

20,230,000 18,740,000 1,490,000 8.0

5,600,360 5,654,122 △ 53,762 △ 1.0

716,080 690,269 25,811 3.7

保 険 事 業 勘 定 4,197,638 4,128,460 69,178 1.7

地 域 包 括 支 援
センター事業勘定

40,110 41,723 △ 1,613 △ 3.9

27,457 27,697 △ 240 △ 0.9

47,887 49,403 △ 1,516 △ 3.1

482,630 504,342 △ 21,712 △ 4.3

（公営企業会計へ移行） 1,257,003 △ 1,257,003 皆減

31,342,162 31,093,019 249,143 0.8

収 益 的 支 出 869,679 783,884 85,795 10.9

資 本 的 支 出 892,117 659,677 232,440 35.2

収 益 的 支 出 883,549 － 883,549 皆増

資 本 的 支 出 687,041 － 687,041 皆増

3,332,386 1,443,561 1,888,825 130.8

34,674,548 32,536,580 2,137,968 6.6

 　
　

住宅新築資金等貸付

筑　後　市　の　当　初　予　算

[単位：千円、％]

会　　計　　名 平成３１年度 平成３０年度
比　　　　　　較

一           般

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介
護
保
険

市 営 住 宅 敷 金 管 理

合　　　　計

地 方 独 立 行 政 法 人
筑 後 市 立 病 院 貸 付

下 水 道 事 業

小　　　　計

水
道
事
業

下
水
道
事
業

小　　　　計

－ 9 －
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